
３１１⼦ども甲状腺がん
損害賠償請求訴訟

第９回⼝頭弁論期⽇
第20準備書面（被告の100mSv論に対する反論）

2024年3⽉6⽇
原告ら訴訟代理⼈弁護⼠ ⻄念 京祐

1



被告東京電⼒による低線量被ばくの健康影響に関する
「国際的合意に係る知⾒のまとめ」
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（前回期⽇における被告プレゼンスライドから）



「国際的合意された科学的知⾒」を根拠に因果関係を否定

「国際的に合意された科学的知⾒によれば、１００ｍSｖ
を下回るような低線量の放射線被ばくを受けることによっ
て、甲状腺がんを含む発がんリスクの増加は確認されてい
ないことを踏まえれば、原告らが受けた本件事故による放
射線被ばくによって原告らの甲状腺がんが招来されたとい
う事実的因果関係は認められない。」

（被告準備書⾯（３）・３５⾴）
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100msv論に基づき事実的因果関係を否定する主張



ICRP2007年勧告は検出⼒の不⾜を指摘しただけ

ＩＣＲＰ２００７年勧告が、「がんリスクの推定に⽤いる疫学的⽅法は、およそ１００ｍS
ｖまでの線量範囲でのがんのリスクを直接明らかにする⼒を持たない」としていたのは、
当時参照することができたＬＳＳ研究（寿命調査）によるデータ量では検出⼒が不⾜してい
たという意味に過ぎない。

→ 当時は、まだ、データが不⾜していたというだけ
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ＩＣＲＰ２００７年勧告の記載

ICRP2007年勧告はLNTモデルを採⽤

１００ｍSｖ以下の低線量被ばくには、およそ、がん罹患やがんによる死亡のリスクがないと
いうことを意味するものではないことは、ＩＣＲＰ２００７年勧告⾃⾝が、直線しきい値な
しモデル（ＬＮＴモデル）を採⽤していることからも明らか



ＢＥＩＲ－Ⅶ報告書 （甲全２２６の２）

アメリカ科学アカデミーの「電離放射線の⽣物学的影響に関する委員会（BEIR委員会）」
による⽶国政府に助⾔するために作成された⼀連の報告書の第７版
委員会は、利益相反のない科学者らによって構成されている
低線量放射線によるヒト被ばくのリスク推定について膨⼤な量の学術的検討を実施
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ＢＥＩＲ－Ⅶとは

ＢＥＩＲ－Ⅶ はLNTモデルを⽀持

「本委員会は、⼈間における電離放射線被曝とがんの発⽣との間に線形しきい値なし線量
－応答関係があるという仮説に現在の科学的証拠が合致しているという結論に達した。」

→ 但し、⾼線量域のデータからの外挿等という限界（なお慎重な検討が必要）



ＪＮＣＩモノグラフ誌（2020年7⽉）
ＪＮＣＩ（⽶国国⽴がん研究所（ＮＣＩ）機関紙）特集記事

ＪＮＣＩモノグラフ誌は、２０２０年７⽉、「低線量被ばくとがんリスクの疫
学的研究」というテーマで６つの論⽂群を掲載
◆de Gonzalezら （甲全２２７）
◆Danielsら （甲全２２８）
◆Schubauer－Beriganら （甲全２２９）
◆Linetら （甲全２３０）
◆Gilbertら （甲全２３１）
◆Hauptmannら （甲全２３２）
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低線量被ばくとがんリスクに関する疫学的研究について、システマティックレビュー
を実施し、徹底的に交絡やバイアスなどによる影響の有無を検証した。



ＪＮＣＩモノグラフ誌（2020年7⽉）
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Hauptmannら （甲全２３２）

システマティックレビューで選定された適格性のある疫学研究は、全部で26件あった。
いずれも平均累積線量が100 mGy未満で、個別の線量推定、リスク推定がなされており、
線量反応関係の信頼区間のデータがあり、2006–2017年に出版されたものであった。

それぞれの研究のバイアスの⽅向についてまとめ、がんリスクを過⼤評価するバイアスが⽣じて
いる可能性のある研究を取り除いて評価しても、ほとんどの研究では正のリスク推定を報告。

「そのため、これらの新しい疫学研究は低線量電離放射線によるがんの過剰リスクがあることを
直接⽀持していると、われわれは結論づける。さらに、これら低線量放射線被ばくからのがんの
リスクの⼤きさは、原爆被爆者の放射線量に関連するがんのリスクと統計的に同等であった。」



被告東京電⼒による低線量被ばくの健康影響に関する
「国際的合意に係る知⾒のまとめ」
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（前回期⽇における被告プレゼンスライドから）



新たなデータの蓄積を反映した他の研究
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ＩＣＲＰ２００７年勧告より後に、新たなデータの蓄積により、１００ｍS
ｖ以下の低線量被爆の領域におけるデータに基づいて、統計的有意差のあるリ
スク上昇を直接報告した研究報告は、Hauptmannらが検討対象とした論⽂
以外にも相次いでいる。

中でも、重要なのは、
・Grantら論⽂ （2017・甲全２３５）

・RichardsonらのＩＮＷＯＲＫＳ研究 （2023・甲全２３６）



ＬＳＳ研究（寿命調査）とは
ＬＳＳ研究（Ｌｉｆｅ Ｓｐａｎ Ｓｔｕｄｙ 寿命調査）

広島・⻑崎の原爆被爆者の疫学調査であるＬＳＳ研究（Ｌｉｆｅ Ｓｐ
ａｎ Ｓｔｕｄｙ 寿命調査）は、原爆被爆者の⽣涯にわたる健康影響を
調査する研究プログラム。
それ故、現在も新たなデータが蓄積され続けている。
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⇒ 調査期間が延び、新たながん発症例や死亡例が増加すること
によって、統計的検出⼒が⾼まる関係にある。



Ｇｒａｎｔら論⽂ （2017  甲全２３５）

固形がん罹患に関する従前の報告論⽂（Prestonら、2007年）から、追跡期間を １
１年間延⻑して収集されたＬＳＳ研究のデータ（固形がん罹患率）を⽤いて、全固形がん
の罹患率が被ばく線量の増加に伴い上昇することを⽰した研究報告

311⼦ども甲状腺がん損害賠償請求訴訟 11

Grantら 原爆被爆者の寿命調査における固形がん罹患︓1958－2009

１００mGyまでのデータに限定しても統計的に有意なエビデンスが得られた

喫煙の調整を⾏わなかった線形ERRモデルには統計的に有意な全固形がんの線量反応
関係を⽰すエビデンスがあった。統計的に有意な線量反応関係を⽰した最⼩線量範囲は0–
100 mGyであり、ERR推定値は0.49/Gyであった。

ＬＳＳ研究のデータにより、１００ｍＳｖ以下の低線量被ばくによる
統計的に有意な健康影響（固形がん罹患）が確認されている



INWORKS研究（国際原⼦⼒労働者研究）とは
ＩＮＷＯＲＫＳ研究（国際原⼦⼒労働者研究）

フランス、英国、⽶国の１３の核施設及び原⼦⼒機関に登録された原⼦⼒
作業員を対象とした国際原⼦⼒労働者研究（the International Nuclear  
Workers Study）。
対象者は３０万⼈を超えており、追跡期間も最⻑７０年余と⻑い。個⼈線
量計による外部被ばく線量の測定も正確。
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放射線への⻑期低線量率被ばくの影響を調べた疫学研究として、
世界最⼤規模の研究であり、統計的検出⼒は⾼い



相対危険度と原因確率

仏、英、⽶の原⼦⼒労働者を対象とした、
全体で計1070万⼈年に達する⼤規模コ
ホート研究。
⻑期にわたる低線量電離放射線被ばくと固

形がん死亡率との放射線量1グレイ(Gy)当た
りの固形がんによる過剰相対死亡率を推定し
た。
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Richardsonら ＩＮＷＯＲＫＳ研究（2023・甲全２３６）

Richardsonら︓ 仏、英、⽶の労働者における電離放射線への低線量被ばく後のがん
死亡率 (ＩＮＷＯＲＫＳ):コホート研究



Richardsonら ＩＮＷＯＲＫＳ研究（2023・甲全２３６）

●固形がん過剰相対死亡率は被ばく線
量が増加するのに伴って線形に増加

●累積線量0〜100mGy及び0〜50
mGyの低線量域に絞った解析でも過
剰相対死亡率は統計的有意に⾼い

●低線量域における線量反応関係の
勾配は全線量域よりも急であることが
⽰唆されている
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ＩＮＷＯＲＫＳ研究結果（2023）の重要なポイント

今や、最⼤規模の研究で、１００ｍＳｖ以下の低線量被ばくによる
統計的に有意な健康影響（固形がんによる死亡）が確認されている



被告の主張する１００mSv論について
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データの蓄積により検出⼒が⾼まり、統計的有意差が⽰されるようになるという
傾向は、今後も継続することが予測される。

未だに、ＩＣＲＰ２００７年勧告が作成された時点で参照できたＬＳＳ
研究の検出⼒の問題でしかない記述を根拠に、「疫学的な研究によって１００
ｍSｖ以下の低線量被ばくによる健康影響は確認されていないというのが国際
的な科学界のコンセンサスである」などと⾔い続け、１００ｍＳｖ以下の低線
量被ばくには健康影響が無いとして、原告らの因果関係を否定する被告の主張
には、もはや、科学的正当性が全く存しないといわざるを得ない。



被告東京電⼒による低線量被ばくの健康影響に関する
「国際的合意に係る知⾒のまとめ」
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（前回期⽇における被告プレゼンスライドから）



被告の主張する⽣体防御機能、線量率効果
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（前回期⽇における被告プレゼンスライドから）



⽣体防御機能 酒井⼀夫⽒

被告は、酒井⼀夫⽒を放射線⽣物学
の重要な専⾨家と位置づけ、「その中⽴
性・公平性・専⾨性には何らの疑義もな
い」とする。

酒井⽒は、電⼒中央研究所に所属し
て、低線量被ばくはむしろ健康によいとい
う放射線ホルミシスの研究をしていた研
究者である。
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酒井⼀夫⽒の主張する⽣体防御機能



電⼒中央研究所 「放射線ホルミシス効果に関する⾒解」

・現在、当センターでは、放射線ホルミシスの研
究は⾏っておりません。

・これまでに得られた知⾒からは、ホルミシス効果
を低線量放射線の影響として⼀般化し、放射線
リスクの評価に取り⼊れることは難しいと考えてい
ます。

・当所の成果を引⽤して放射線ホルミシス効果
を謳った商品の販売を⾏っている例がありますが、
当所とは⼀切関係ありませんのでご注意下さい。
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電⼒中央研究所が、ホルミシス効果を否定



線量・線量率効果について

被告は、「⻑期間にわたって徐々に積算１００ｍSｖを被ばくした場合は、短時間
で被ばくした場合よりも健康影響は⼩さいことが確認されている」と主張

⽣体防御機能により、低線量率の場合は、⾼線量率・短時間の照射の場合よりも、
健康影響が弱いとの考えに基づくものであり、その効果を表す指標が線量・線量率効
果係数（ＤＤＲＥＦ︓Dose and Dose-Rate Effectiveness Factor）

ＤＤＲＥＦをどう捉えるべきかについて、ＢＥＩＲ委員会はＤＤＲＥＦを１．５
とし、ＵＮＳＣＥＡＲは３より⼩さいと、ＩＣＲＰ１９９０年勧告及び同２００
７年勧告は２としている（ＷＨＯは１とし線量・線量率効果を否定）

311⼦ども甲状腺がん損害賠償請求訴訟 20

線量・線量率効果とは



Richardsonら ＩＮＷＯＲＫＳ研究（2023・甲全２３６）

横軸の200mGyあたりまでの
低線量域における線量反応
関係の勾配（傾き）は全線
量域の傾きよりも急であること
が⽰唆されている
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ＩＮＷＯＲＫＳ研究結果（2023）の重要なポイント

ＩＮＷＯＲＫＳ研究の実データは、線量率効果を⽀持していない



東京電⼒による低線量被ばくの健康影響に関する
「国際的合意に係る知⾒のまとめ」
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100msv論について︓結論
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１００ｍSｖ以下の被ばく線量では放射線による発がんのリスクを疫学によっ
て明らかにすることが出来ない等との 「国際的な合意」など、存在しない。

近時、新たなデータの蓄積によって、１００ｍSｖ以下の被ばく線量によるが
んリスクの上昇が統計的有意差をもって報告されている。

１００ｍSｖを下回る低線量被ばくと⼩児甲状腺がん発症との間の事実的
因果関係を否定する被告による100msv論は成り⽴たない。


